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日本企業にお ける 国際人的資源管理の 変 革

一 「統合
一
現 地適応」の 両立 に 向けて

一

占沢　昌之 （大阪商業 大学）

要　 旨

　今 口の 多国籍企業には 「グ ロ ーバ ル 統合」と 「現地適応」の 両立 を可能にする絹織能力が求め られ て い る 。 こ

うした中、本稿で は 「統合
一
現地適応」論を分析の フ レーム ワーク として 、日本企業の 国際 入的資源管理 の 課

題を明らか にする とともに、日本 を代表する多国籍企業 で ある トヨ タ自動車と松下電器産業の 事例研究か ら イ

ン プリケ
ー

シ ョ ン を導出 した い
。

　日本企業の 国際人的資源管理 は、欧米企業に比べ 海外子会社 トッ プの 「現地化」が進 まず、それが現地 の ホ

ワ イ トカ ラ
ー

人材 の 「採用 ・定着」（
“
A ＆ R

”
；Attract＆ Retain）や 「モ チ ベ ーシ ョ ン」にマ イナス の 影響 を

与えて い る と考え られ る 。 また、現地人を包含 した 「社会化」が不十分 で 、現地人は 日本人 と異な る 人 的資源

管理 の 体系 の 中に 置かれ る な ど、両者は 「規範的 ・制度的」に 分断 され て い る 。 す な わ ち、日本企業 の 国際人

的資源管理 は 「低 ・統合、低 ・現 地適応」の 特質を有 して い る と言え る 。 そ して 、
こ うした国際人的資源管理

は 「本社
一

予会社」問お よ び子会社間の 国境を越えた協働に必要な協力精神の 涵養を阻害するとともに、有能

人材の
“
A ＆ R”や人材活用 の グ ロ ーバ ル 最適化を困難 なもの とし、「世界的学習能力」構築の妨げとな る で あ

ろ う。

　こうした状況下、トヨ タ 自動車 と松 ド電器産業 は 「統合
一

現地適応」の 両立 に向けた国際人的資源管理 の 変

革に取 り組 んで い る。両社の事例か らは、  職務を基軸に し た 「統合一
現地適応」の 両立、  国境 を越 えた 「社

会化」に よ る 「規範的統合」の 強化、  「グロ
ー

バ ル 人事制度」の 構築を通 じた 「制度的統合」の 実現、  「規

範的統合」 と 「制度的統合」の 連動、とい っ た事項 が イ ン プ リケ ーシ ョ ン と し て 導 き出せ よ う。

1．は じめ に ：今 日の 多国籍企業に 求め られ る 組

　織能力

　今日の 多国籍企業に は 「グ ロ ーバ ル統合」（global

integration） と 「現地適応」 （local　responsiveness ）

の 両立を可能にす る組織能力が求め られ て い る 。 例

えば、Hedlund （1986）は多国籍企業 における 「多

中心性」とそ の ネ ッ トワーク化に よる 「ヘ テ ラ ル キ

ー」（heterai＝hy）モ デル を提唱 し、Prahalad＆ Doz

（1987）は 「統合
一
現地適応」に対する 「複数の 視点」

を持つ こ とで 両者の 同時達成 を図る 「マ ル チ フ ォ
ー

カ ル 」（mUlti 　boeal）な戦略と組織能力の 重要性を主

張 した 。 また 、White ＆ Poynter （1990）は ロ
ー

カ

ル な優位性 とグ ロ ーバ ル な優位性を両立させ る 「水

平的組織」（horizontal　organization ）の特質につ い

て検討 を加 えて い る 。 そ して、こ れら所説に 「イ ノ

ベ ー
シ ョ ン 」の 視点 を加味 し て発展 さ せ た の が

Bartlett＆ Ghoshal（1989・1995）の 「トラ ン ス ナ

シ ョ ナル 企業」（transnational 　company ）や Doz
，

Santos＆ Wilhamson （2001 ）に よ る 「メ タナ シ ョ

ナル 企業」（metanational 　company ）などの 企業モ

デ ル で ある と言える。

　Bartlett＆ Ghoshalは市場の グ ロ ーバ ル な統合と

地域的分化 が 同時進行す る 中、こ れか らの 多国籍企

業に は 、 グ ロ ーバ ル な 「効率性」、地域特性に対応す

る 「柔軟性」、さらには イノ ベ ー
シ ョ ン の 「海外移転
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能力」を併せ持つ 必要がある こ と を論 じて い る。．t一

方、Doz ，　Santos＆ W 且hamson は、イノ ベ
ー

シ ョ ン

の源泉で あ る知識が世界中 に分散する状況下、それ

らを 「感知」「移転」「融合」する組織能力の 重要性

を強調 し て い る 。

　「トラ ン ス ナ シ ョ ナ ル企 業」と「メ タ ナ シ ョ ナル 企

業」の共通点は 、 多国籍企業が直面する 「環境 の 多

様 1生」をハ ン デ ィキ ャ ッ プと捉え る の で な く、競争

優位の 源泉として認識す る価値前提 に ある 。 そして、

そ の 経営に 関 して は多様な環境か ら生 じる ニ ーズ や

機会を敏感に感知すべ く「分化」され る
一

方 で 、ニ
ー

ズ の 充足や イノ ベ ーシ ョ ン の 共有化 に向け た協働を

促進する た め に 「統合」されなければならない と説

く。 それは、「現地適応」度 の 高い 経営に よ り感知し

た特定地域の ニ ーズを、別の 地域 で 開発 された知識

で解決す る 「統合 ネ ッ トワ
ーク」 （Bartlett ＆

GhoshaD の構築や 、「現地 の ためだけの現地適応」か

ら脱却 し、ロ
ー

カル の 知識をグロ ーバ ル に活用する

“
丁  kl  al

，
　Act　global

”

（Doz，　Santos＆ Wi皿iamson）

の 経営 を提唱するもの で ある。すな わち、国境を越え

た協働 に よ る 「世界的学習能力」（worldWide 　leaming

capab − ties；B 紐 tlett＆ Ghosha1）の 強化 を通 して 「統

合一
現地適応」の 両立を図る こ とが こ れか らの 多国籍

企業に求め られる組織能力 で ある と考えられ よう（1）
。

　 こ うした 中、本稿の 目的は、「統合
一
現地適応」論

を分析の フ レ
ー

ム ワ
ー

ク と して 、日本企業の 国際人

的資源管理 の
．
課題を明らか にする とともに、ヒ ア リ

ン グ調査から 「統合
一
現地適応」の 両立に向け た 国

際 人的資源管理 の 変革事例を取 り上 げ、イ ン プ リ

ケ ーシ ョ ン を導き出す こ と に あ る。具体 的 に は、ま

ず 日本企業の 国際人的資源管理 の特質を 「統合
一
現

地適応」の視点か ら考察し、その 課題 を論 じる 。 次

に、日本 を代表する多国籍企業である トヨ タ自動車

と松下電器産業の 国際入的資源管理 の 事例研究を行

い 、従来の 国際人的資源管理 の 問題点 と変革に向け

た最近 の取 り組み に つ い て述 べ る。そ して、今後の

日本企業の 国際人的資源管理 に対する イ ン プ リケ
ー

シ ョ ン を提示 した い と考え る 。

2．冂本企 業にお ける国際人 的資源管理 の 課題

　Bartlett＆ Ghoshal （1989）は従来の 国際経営戦

略を 「グ ロ ーバ ル 型」「マ ル チ ナ シ ョ ナ ル 型」「イ ン

ターナ シ ョ ナ ル 型」の 3つ に 類型化 し、「グ ロ ーバ ル

型」を日本企業に典型の もの と し て位置づ けた 。
つ

ま り、
こ れ まで の 日本企業の 国際経営 の 基本戦略は、

本社に よ る集権的コ ン トロ ール の もと、「現地適応」

を犠牲に グ ロ
ー

バ ル な 「効率性」を追求する 「高 ・

統合、低 ・現地適応」の 性質を有する もの で あ っ た

と言え る （古沢 2004a）。

　本節 で は、上 記議論 を踏まえ、「国際人的資源管

理」の視点か ら日本企業 の 「統合
一
現地適応」につ

い て 理論的 ・実証的に考察 し、「トラン ス ナシ ョ ナ ル

企業」「メ タ ナ シ ョ ナ ル企業」が求め る組織能力の 構

築に向けた課題 を明 らかにする 。

（1）「現地適応」の 側面

　「トラ ン ス ナ シ ョ ナ ル 企業」「メ タナ シ ョ ナ ル 企業」

が要請す る組織能力を発揮する に は 、多様な環境か

ら発 せ られ る様 々 なニ ーズ や 機 会を敏感 に感知 し、

それ ら に 効果的 に対応す る 「現地適応」力を備え る

こ とが 出発点とな ろ う。

　「現地適応 亅を国際人的資源管理 の 視点で捉える

と、そ れ は当該国 ・地域 の文化や 言語・習慣、政策 ・

市場 に精通 した有能な現地の ホ ワイ トカ ラーの登用

に よ り強化され る と考えられる 。 特に、競争優位 の

源泉 と して 期待 され る 「情報的経営資源」は、現地

特有の 環境に埋 め込まれ て い る場合 が多い こ とから、

その 入手 ・活用 は 「イ ン サ イダ
ー
」と して の 現地人

の 知識や経験に 立脚 した経営を実現して こ そ有効な

もの となろ う （Evans，　Pucik＆ Barsoux　2002）。 そ

し て 、そ の た め に は 、「エ ス ノ セ ン ト リ ッ ク 」

（et    entric ）な人的資源管理 を排 し、経営幹部人

材の 「現地化」を推進する こ とを通して 「現地適応」

の担 い 手となるホ ワ イトカ ラ
ー

の 「モ チ ベ ーシ ョ ン 」
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を高め る こ とが必要 で あると考えられ る C2〕
。

　 こ こ で は 、 以 ヒの 事柄を念頭 に、海外了
・会社 にお

け る経営 トッ プの 「現地化 を巡 る状 況」とそれが も

た らす 「影響」の 観点か ら目本企業の 国際人的資源

管理 の 「現地適応」 に つ い て 分析 す る   。

  海外子会社 トッ プの 現地化を巡る状況

　「現地化」は 凵本企業の 「ア キ レス 腱」（Bartlett＆

Yoshihara　1988，石田 1989）ともい うべ き難題 とさ

れ 、
こ れまで 多 くの研究者が 理論 ・

実証 両側面か ら

「現地化」を巡 る状況 の 実態把握 （．主として 欧米企業

との 比較研究）とそ の背景にある諸要因 の 解明に取

り組ん で きた。

　現地化に関す る 日本企業と欧米企業との 比較研究

は、1）進出国 や 地域 を限定せず に海外子会社 トッ プ

の 国籍を調査 した研 究、2）環境条件 を 致 させ る べ

く特定の 国 ・地域 （さらに は業種や 出資形態）を対

象と した研究、に大別 され る 
。 前 者につ い て は、占

くは Negandhi （1979・1980）や Tung （1982 ）な ど

が 欧米企業に比 して在外 日系企業で は経営 トッ プの

「現地化」が進ん で い な い こ とを述べ て い る。また、

Kopp （1994）は 日
・
欧 ・米多国籍企業の 比較研究を

行 い 、海外子会社社長に 占め る PCNs （Parent

Country　Nationals）の 比率は 欧州企業 ・米国企業が

各々 48％ ・31％ である の に対 し、日本企業 で は 74％

に 達 して い るこ と から、日本企業に おける 「低 い グ

ラ ス ・シ
ー

リ ン グ」（10w　glass　ceiling ）の 存在を指

摘 して い る （表 1）（5）。さらに、多国籍企業の海外子

会仕 に おける現地人社長比率を本社所在国別に比較

した Harzing （1999）の 研 究で も、日本企業の それ

は 9 力国中最低とな っ て い る 。

　
一
方、特定の 国や 地域 を対象と した 目系企 業と欧

米企業の 比較研究と して は、Rozensweig （1994 ；米

国）、白木 （1995 ；イ ン ドネ シ ア）、野村総合研究所

（1999 ；ア ジ ア）、朱 （2004 ；Lli国）などがあるが、

い ずれにお い て も日系企業に おける「現地化の 遅 れ」

が定量的に論 じ ら れ て い る 。 同様に、古沢が実施 し

た在中国 の 口系お よび米国系の製造企業に対する実

表 1　日
・欧 ・米 多国籍企業における海外子会社社長の 国籍

日本 企業 欧州 企業 米 国企 業

PCNs （Parent　Country　Nationals） 74％ 48 ％ 31％

HCNs （Host　CountW 　Nationals） 26％ 44％ 49％

TCNs （Tl血 d　Country　Nationals） 0 ，2 ％ 8％ 18％

（出所）Kopp （1994），　P586 ．

表 2 在中国 の 日系お よ び 米国系企業の 総経理 の 国籍

凵系企 業 米国系企 業

合弁 企 業 独資企 業 全 　　体 合弁企 業 独資企 業 全 　　体

PCNs

・華人一一　一一一
・非 華 人

　　　 0％
一一一一一一一
　　82．1％

　 　2．3％
一一　　一一
　 88，4％

　　 1．2％
一一一一一一r ＿＿＿＿＿＿
　 85．4％

6．2％

4，2％

　 　 14，3％一一一一皿＿
　 　 2．8％

　　 9．6％
一一一一一一
　　 3．6％

HCNs 17．9％ 2．3％ 9．8％ 89，6％ 74，3％ 83．2％

TCNs
・華 人一一一一｝＿
・非華人

　　　 0％
一一一一一一一
　　　 〇％

　 　4．7％
一一一皿＿＿
　　2．3％

　 　 2．4％
一一一一一一
　 　 1，2％

　 　 　 0％
一　一一一一一
　　　 〇％

　　 5．7％一一一一一一
　　 2．9％

　　 2．4％
一一一一一一
　　 1，2％

合計 100，0％ 100．0％ 100，0％ 100 ．0％ 100．0％ 100，0％

（出 所）古沢調査 〔2005 年） に よ る （η
。
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態調査 で は、合弁 ・独資と もに 日系企業の 総経理 は

8割以上 が PCNs で あ る の に比 べ 、米国系は HCNs

の総経理が大半 を占め るな ど対照的な結果が示され

て い る （表 2） 
。

　上 で 述べ た諸研究 は 、調査の 時期や対象に関わ ら

ず、
一
貫し て 日本企業の現地化の 遅れ を指摘するも

の で あ り、ロ本企業に おける 「現地化問題」が時間

的要因 （発展段階論的視点）や 地理的要因 （進出先

に よる差異）を越えた 「構造的視点」か ら考察され

るべ き事象である こ とを示唆して い る と言え よ う（S）。

　こ の点に つ い て 、例 えば安室（1982）は HaU （1976）

の 「コ ン テ ク ス ト」概念を援用 し、 明示化されな い

経営 の ノ ウハ ウが多 く、相互 の 調整が 重視 さ れ る

「高 コ ン テ ク ス ト」な日本企業の組織的特性が現地化

の 遅 れ に つ ながる こ と を論 じて い る 。また、石 田

（1994 ・1999 ）は 「J （日本）型 ・F （外国）型」の

職務観と組織編成 モ デ ル を提示 し、「自発性」と 「弾

力性」を 重視す る J 型の組織運営が海外で は有効 に

機能しな い 点を現地化に 向けた 障害 と して挙げ て い

る 。 同様に、林 （1994）は コ ン テ ク ス トの 議論に 「ア

ナ ロ グ知覚 ・デ ジタ ル 知覚」の 視点 を加え、「0 （有

機的）型
・M （機械論的）型」の組織論を展開し、0

型組織 （日本企業）に特有の ア ナ ロ グ的で高 コ ン テ

ク ス トな 「グ リ
ー

ン エ リ ア」の 存在が現地化を遅 ら

せ る要因で あ る と述 べ て い る（9）。さらに吉原 （1996 ）

の 調査 に よ る と、「現地人社長」の長所と して 「業績

が よ くな る」と回答 した 口本企業は 5 ％ に す ぎず 、

「近 い 将来 に現地人社長を実現 （増大）する こ とは と

くに考え て い な い 」 とす る企業が 56％に達するな

ど、円本企業 は現地化に対する意欲その もの が低い

様子が伺え る 。

地 の 優秀な人材の 採用 ・定着」「現地情報に明る い 現

地人材の活用に よ る高い 経営成果」な どを挙げて い

る 。 同様に、Evans ，　Pucik ＆ Barsoux（2002 ）は 「現

地 の ニ ーズ などへ の感応性」「現地社会で の イ ン サイ

ダ
ー

化」を 『外的優i位性』、「現地 の 有能人材の
“
A

＆ R ”
と忠誠心 ・コ ミ ッ トメ ン トの高揚」 を 『内

的優位性』と捉え、現地化が もた らす恩恵に つ い

て 議論 して い る （10）
。

　 こ うした中、「現地化の 遅 れ」が人的資源管理や 現

地経営に如何 な る イ ン パ ク トを もたらすか を考察 し

て み よう。 例え ば、Kbpp （1994 ・1999）は前述 の 日
・

欧
・米多国籍企業の比較研究か ら、日本企業に おけ

る現地化の 遅れが 「現地人 ス タ ッ フ の 昇進に対する

不満」「本国人駐在員と現地人ス タ ッ フ との摩擦 ・コ

ミュ ニ ケ
ー

シ ョ ン 問題」とい っ た人的資源管理 上 の

諸問題 の 発生率と相関関係にある こ とを統計的 に 明

らか に した上 で、それが有能人材の
“A ＆ R ”

問題

を惹起し海外子会社の 「現地適応」力の低下 に つ な

が る こ とを示唆 して い る。また 、吉原 （1996）が 実

施した在外 凵系企 業に対する定量分析で は、日本人

社長の 子会社より現地人社長の 子会社 の 方 が 収益性

に 優れ、「現地化」が海外子会社 の 業績を説明する要

因の
一

つ で あ る こ とが述 べ られて い る。同 じく、磯

辺 ・モ ン トゴ メ リ
ー （1999）は ア ジア ・欧州 ・北米

の 日系企業の 経営状況を分析 し、目本 人が経営 トッ

プを務 め 、多 くの 日本人駐在員が 派遣され る状況が

海外子会社の業績に マ イナ ス の 影響 を与えて い る こ

と を示す と と もに 、「現地化 の 遅 れ」に よ る現地人の

昇進機会の 減少や モ チ ベ ーシ ョ ン の 低 ド、さらに は

海外子会社 の 「現地適応」力 の 劣化に懸念を表明し

て い る n

  「現地化の 遅れ」に よる影響

　石 田 （1989・1994）は 「現地化の メ リ ッ ト」を 「消

極的要因』と 『積極的要因』に分類 し、前者と して

「現地政府 の 要請へ の 対応」「現地社会か らの 批判の

回避」「派遣人材の コ ス ト圧縮」、 後者に つ い て は 「現

（2）「統合」の側面

　「トラ ン ス ナシ ョ ナ ル 企業」や 「メ タ ナ シ ョ ナル 企

業」が 求め る組織能力を構築するに は、単に海外子

会社 の トッ プを現地人 に 置 き換えれ ば よ い とい うも

の で は な い 。 これ ら企業モ デ ル で想定さ れ て い る相

一16一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Japan Academy of Internetional Business Studies

NII-Electronic Library Service

Japan 　Aoademy 　of 　工nternetional 　Business 　Studies

国際 ビ ジネス 研 究学会 年報2005 年

互依存性が高い ネ ッ トワーク型の組織で は、人 々 の

国境を越えた協働が 「世界的学習能力」を強化す る

ための キ
ー

フ ァ ク ターとな る 。 そして、「本社一
子会

社」間お よ び 子会社間 の 協働 を効果的な もの とす る

ため に は、協働の 基盤 とな る 「国境を越 えた 信頼関

係」 と、世界中 の 有能人材を発掘 し彼 （彼女）らを

グ ロ
ー

バ ル 最適の 視点で育成 ・
評価 酒 己置す る 「グ

ロ ーバ ル に統合 された人事制度」（以 ド、グロ
ー

バ ル

人事制度）の構築が 求め ら れ よう （古沢 2004c ）。

　 こ こ で は、凵本企業 の 国際 人的資源管理 の 「グ

ロ
ー

バ ル統合」に つ い て、「国境を越えた社会化」の

プロ セ ス に関連する 「規範的統合」と、人材活用 の

グ ロ
ー

バ ル 最適化を可能にす る 「制度的統合」の 二

側面か ら考察する こ と に した い 。

  規範的統合

　 まず 、 社会化の プ ロ セ ス に お い て共有化され るべ

き 「企業理念」や 「組織文化」を巡る状況か ら問題

に ア プ ロ
ー

チ して み る 。 例えば茂垣 （2001 ）の 実証

研究に よ る と、企業理念 が 「浸透 して い る」「どちら

か とい えば浸透 して い る」と回答 した在外 日系企業

は 42．3％ に 留まっ て い る。また、日本労働研究機構

（2000）の 調査 で は、日本企 業の 海外子会社 の 8割以

上 が 成文化 され た 企業理念を有 して い る が 、 現地人

へ の 浸透度は決 して高い と言えない
。 5 点尺度 （5点

；全く浸透 して い ない 、1点＝非常に よ く浸透 して

い る）に よ る回答の平均値を見る と、例えば ア ジ ア

の 場合、一
般従業員＝3．4、中間管理職；2．8、取締

役＝4．0 とな っ て お り、現地人取締役へ の浸透度が

低 い こ とが 目立 つ 〔11＞。根本 （1995）の 調査 で も在外

日系企業 における企業理念 の 階層別浸透度（「かな り

浸透」して い る比率）は 日本か らの 派遣者が 55．6％

で ある の に対 し、現地人 に 関 して は ミ ドル ク ラ ス で

28．1％、重役 ク ラ ス は 26．7％ にす ぎな い 。

　次 に 、「日本人
一

現地人」問の 信頼関係に つ い て、

吉原 （1996）は 日本企業の 60％が現 地人幹部 に対 し

「い つ 辞めるか不安 に感 じて い る」とい うデ ータ を示

し、そうした不安が 不信感に つ なが り、現地人へ の

重要情報 の 開示 を躊躇す るとい っ た行動を導 く可能

性を論 じて い る 。 また 、石田 （1989 ・1994 ・1998 ・

1999）は、日本企業 の 海外子会社 に おける価値観と

行動様式の 「分裂」を指摘 して い る 。 そ れ は 「日本

人駐在員一
現地人幹部」間の 組織文化 の 分裂で あ り、

両者の 間に は コ ミ ュ ニ ケ ーシ ョ ン と信頼関係 の 面 で

深 い 溝が存在する 。 駐在員は本社に対 し強い 帰属意

識を有する が 、現地人幹部との
一一体感は 弱 い 。

一
方、

現地人は意思決定過程か ら疎外 され 、 その モ チ ベ ー

シ ョ ンは低 く、有能人材が 採用 され る こ とがあ っ て

もやが て 退職 して しまうの で ある（12）
。

  制度的統合

　Kopp （1994）の 日 ・
欧

・
米多国籍 企 業 の 比較研究

に よ る と、「世界共通 の 評価基準」「現地人の 本社登

用に向けた教育 ・訓練」「現地人の 国際人事異動」「グ

ロ ーバ ル 人事情報」などの 仕組み を持つ 日本企業は

欧米企業に比べ 非常に少ない こ とが分か る （表 3）。

そ して 、Kopp は本社や他の子会社へ の 「国際人事異

動」の機会が 「現地人の離職率」と負の 相関関係 に

あるな ど、日本企業が国際人的資源管理 に お い て相

対的に多くの 問題を抱えて い る こ とを指摘して い る。

表 3 日 ・欧 ・米 多国籍企業に おける人事制度の導入状況

日本企業 欧州企業 米国 企業

世界 共通 の 評価 基 準 24％ 48 ％ 58％

現 地 人の 本杜 登 用 に 向 けた教 育 ・訓 練 24％ 43％ 33％

現 地 人 の 国際 人事異動 15％ 65％ 54％

グ ロ
ー

バ ル 人事情 報 18％ 61％ 54％

（出所 ）Kopp （1994），P．589．
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日本企業 に お け る 国際 人的資源管理 の 変革 （古沢1

　次 に、産労総 合研究所 （1998）の 調査で は、「本社

に よ る現地人幹部の 評価」を 「実施して い る」日本

企業はわずか 5．9％で、「一切実施 して い な い 」が

84 ．3％ と圧倒的で あ る 。　
一
方 、 「現地人 の ため の 本

社 に おける研修 シ ス テ ム」が 「な い 」企業は 62，7％

に 達し て い る 。

　また、Keeley （2001 ）の 日本企業に対する調査で

「本社 の 人的資源管理 部門 の管理対象は PCNs の み 」

とする回答が80％ に達 して い る こ とか ら も分 か る よ

うに、本社は HCNs の入的資源管理 に 基本的に ノ
ー

タ ッ チ で、PCNs とHCNs を統
一

的な枠組み の もと

で管理 して い る 日本企業は少ない と言える 。 労働政

策研究 ・研修機構 （2004）の 調査で も 「本社と同 じ

人事制度」「グ ループ内兄弟企業と同じ人事制度」を

全 面的 に取 り入れ て い る在外 日系企業は 各々 4．6

％ ・3．1％ にす ぎず、日本本社が現地人の 幹部登用

プ ロ グ ラ ム を策定 して い る比率は わずか 5．6 ％ に留

まっ て い る 。

　 こ れ に対 し、 例 えば IBM は 世界統 基 準 で ジ ョ ブ

サ イズ の 社内ベ ン チ マ ーキ ン グ を行い
、 それ をベ ー

ス に全世界の IBM で働 く約 35万人の 従業員 を 14段

階か ら なる 世界共通の グ レードに格付け て い る 。 そ

して 、一定グ レ
ー

ド以上 の 管理者 で、かつ IBM が求

め る コ ン ピテ ン シーを発揮 して い る有能人材の プ
ー

ル と し て、
“
SLT （Senior　Leadership　Team ）

”
と呼

ば れ る もの が あ る 。

“
SLT”は 国籍や勤務地 に関係な

く全世界か ら 300 人が選抜 され、世界本社 が 人事

デ
ータ を記録・蓄積して そ の能力開発や配置を行い

、

こ の 中か ら将来の経営幹部が巣立 っ て い く。 また、

“
SLT

”
の 予備軍 とな る ハ イ ポ テ ン シ ャ ル の 人材プー

ル として
“
Executive　Resources　Management

”
と い

う制度もある 03）
。 こ れ は各部門の事業部長が将来経

営幹部に な りうる 「50 歳未満 の ハ イポ テ ン シ ャ ル」

を推薦する もの で 、
“ SLT ”

と同様、世界本社に よる

教育訓練や国境 を越えたキ ャ リア機会が付与され る〔14）。

一．・
方、ヒ ュ

ーレ ッ ト ・パ ッ カードで も
“
Global　Job−

Leveling
”

と呼ばれ る 10段階の 世界共通 の 職務等級

が あ り、世界約 14万人 の 従業員全員が こ の フ レ
ー

ム

ワ
ークの 中 に位置づ け られ て い る 。 そ して、同社の

「社内公募制度」は 、 社内の イ ン トラ ネ ッ トを通 して

全世 界の 従業員が応募す る こ とがで きる 。 こ れ ら は、

国籍や採用地 ・勤務地 の区別な く、 世界中 の 有能人

材 に対 して 広範なキ ャ リア機会が 開か れ て い る こ

とを制度的に保証す る仕組み で あ る と言えるc15）
。

（3）ノJ寸舌

　 こ れ まで の 議論 か ら、口本 企 業 の 国際人的資源管

理は、欧米企業の それ と比較する と 「低 ・統合 、 低 ・

現地適応」 の 特質 を有 して い る と言 えよ う。 まず、

「現地適応」面で は 、 欧米企業に比 べ 海外子会社 トッ

プの 現地化が遅れ、それが現地 の ホ ワイ トカ ラー人

材の
“A ＆ R ”

や モ チベ
ー

シ ョ ン に マ イナ ス の 影響

を与 えて い る と考えられ る。そ して 、こ うした状況

は海外子会社の 「現地適応」力とイ ノ ベ
ー

シ ョ ン に

対す る意欲や 能力 を低下 させ る で あろ う 
。

一
方、

「統合」に 関 して は、現地人を包含 した 「社会化」が

不十分で 、その こ とが 「日本人
一

現地人」問の 相 互

不信 の 温床に な っ て い る と思われ る 。 また 、 日本企

業の 多くは国際人的資源管理 にお い て 、現地人をグ

ロ ーバ ル な枠組み に統合する制度を持 ち合わせ て い

ない 。育成 ・評価 ・処遇 の シ ス テ ム は PCNs とHCNs

の 間で分断され て お り、PCNs の キ ャ リア機会が グ

ロ
ー

バ ル に広が っ て い る の に 対 し、HCNs は本社人

的資源管理部門 の 管轄外に あ る 「ロ
ー

カ ル ・プ レ
ー

ヤ
ー
」と して の 位置づ け に 留 まっ て い る 。つ ま り、

Bartlett＆ Ghoshal （1989）に示さ れた 「高 ・統合」

の戦略は、PCNs と HCNs が 「規範的 ・制度的」に

分裂する 中、本社の 「分身」で ある 日本人駐在員の

みを統合する こ とで その 実現が図 られて きた もの と

考えら れ る　（古沢 2004a．c ）。

　 こ の ような 日本企 業における 「低 ・統合、低 L
現

地適応」の 国際入的資源管理は、国境 を越えた協働

に必要な協力精神 の 涵養を阻害す る と ともに、有能

人材 の
“A ＆ R ”

や 人材活用 の グ ロ ーバ ル最適化を
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困難なもの と し、 「世界的学習能力」構築の妨げとな

る で あろ う。 従 っ て、今後 日本企業が 「トラ ン ス ナ

シ ョ ナ ル 企業」「メ タ ナ シ ョ ナ ル 企業」の 求め る組織

能力 を構築す る に は 、国際人的資 源管理 に お い て

「統合」「現地適応」両側面 を強化す る必要 が あ る と

言 える。別言すれば 、それ は 日本中心 ・日本人中心

の 「ワ ン ウ ェ イ ・モ デ ル」（吉原 1989）の 限界を意

味 し、多国籍企業 の 本質的優位性 で ある 「世界中の

有能人材の利用可能性」（Vernon　1971 ，石田 1999）

に立 ち戻 る こ と の 重要性 を示唆する もの で ある。そ

の ため に は、現地化を進め、現地人ホ ワ イ トカ ラー

の モ チ ベ ーシ ョ ン の 高揚 を図る こ とに加 え、国境 を

越えた信頼関係の確立 とグ ロ ーバ ル人事制度の 構築

を通 して 、「本社一
子会社」間お よ び 子会社間 の 協働

を促進する こ とが 求め られ よう。 そ して 、国籍や採

用地 ・勤務地 に よ る 区別 な く有能人材に対 し広範な

キ ャ リ ア機会を提示する こ とが 、彼 （彼女）ら の
“
A

＆R
”

に資す るとともに、人材 活用 の グ ロ
ー

バ ル 最

適化へ の道を拓 くと考えられ る の で ある 。

3．事例研究

　本節で は こ れまで の 議論を受け、日本 を代表す る

多国籍企業の 国際人 的資源管理 の 変革に 関す る事例

研究 を行う。具体的 に は
、 凵本企業 の 国際経営 を

リードして きた 自動車産業 と電機産業の 中か ら最 も

多国籍化が進展 して い る トヨ タ自動車と松
．
ド電器産

業を取 り上げ、従来の 国際人的資源管理 の 問題点と

変革 に向けた最近 の 取 り組み に つ い て 述 べ る（17 ）。

（1） トヨ タ 自動車  

　 トヨ タ で は最近 10年間で海外生産台数が 3倍に な

り、海外売．ヒ比率も66．5％ に 達するな ど （2004年3

月期）、事業展開の グ ロ ーバ ル化が加速度的に進行し

「グ ロ ーバ ル 連結経営」に対す る 要請が高ま っ て い

る 。 また、そ の
一

方で海外子会社の経営ポ ス トの 約

8 割 を日本 人が 占める中、日本人駐在員 の 供給難 と

現地有能人材の
“A ＆ R ”

問題の発生 に も悩まされ

て い る 。
つ ま り、「日本人中心 によるグ ロ

ー
バ ル 化」

が限界に 近づ く中、海外子会社の 自立化 ・幹部人材

の 現地化が喫緊 の 課題 と なっ て きた の で あ る。

　 しか し、そ うした状 況に もか か わ らず、トヨ タ の

海外子会社 で は 日本人駐在員 と現地人 と の 問に 、 考

え方や 意識の ギ ャ ッ プが存在 して い た 。 具体的には 、

目本人駐在員が 「進出 して 長 い 年月が経過 して い る

の に 、 現地人は未だ に トヨ タの や り方 ・考え方を理

解 して くれな い 」 と感 じる
・
方、現地 人 に は 「凵本

人駐在員の 中で も人 に よ っ て プラ イオ リテ ィ や ア ブ

ロ ーチ ・
説明 の 仕方が異なり、トヨ タの や り方 ・考

え方の 全体像が分か らな い 」とい っ た不満が あっ た

とい う。 そ して 、こ の ギ ャ ッ プの 原因は 、囗本独特

の 高 コ ン テ ク ス ト文化の 中 で 、ト ヨ タ の 価値観が

「以 心伝心」 の 暗黙知 と して 継承され て きた こ とに

あ っ た 。 トヨ タ に は 「綱領」や 「基本理念」 と呼ば

れ る 経営理念があるが 、それ らはグロ ーバ ル に は必

ず しも徹底がな されず 、 人的資源管理制度 と結びつ

い た もの で もなか っ た 。

　 こ うした問題 に直面する中、トヨ タ は グ ロ ーバ ル

な行動規範の 明文化 ・
共有化 の 必要性 を認識す る に

至 り、企業文化を共有した グ ロ
ー

バ ル な経営人 材 の

育成 ・確保 に向け様々 な施策をス ター
トさせ た の で

あ る 。

　 トヨ タは 、まず 2001年 にグロ ーバ ル な行動規範で

あ る 「トヨ タ ウ ェ イ2001」を策定 した 。 「ト ヨ タ ウ ェ

イ」は 「企業文化の 明示知化」を目指 した もの で、従

業員に求め られ る行動や価値観が歴代 トッ プの言葉

とともに示 され て い る（19）。「トヨ タ ウェ イ」の 策定プ

ロ セ ス に おい て は、多様な文化的背景を持つ 人 々 に

も受け入 れ ら れ る よ う約 3 ヶ 月間 に わ た り国内外 の

経営幹部や OB へ の イ ン タ ビ ュ
ーを実施し、「ト ヨ タ

の 強み 」「意思決定の 拠 り所 と して 大切 に され て きた

価値観」を グ ロ ーバ ル な視点か ら徹底的に洗い 出す

作業が行わ れた 。

　 また 、 同じく2001年に は 、 グ ロ ーバ ル な中核的職

務 である 「グ ロ
ーバ ル ・ポ ジ シ ョ ン 」を設置 した。こ
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れ は世界共通 の 職務評価基準に より約 300 ポ ス ト

（国内約200 ，海外約 100）を認定 し、世界本社が そ

れ ら を
一
元的に管理する こ とを企図したもの で ある。

例 えば、「グロ ーバ ル ・ポ ジ シ ョ ン 」に つ く人材に つ

い て は、「トヨ タ ウ ェ イ」に 基づ くコ ン ピテ ン シ
ー
評

価を世界共通基準 で行い 、「トヨ タ ウ ェ イ」を体現 し

た幹部人材をグ ロ
ー

バ ル に確保 して い く取り組みが

既 に 始 まっ て い る。

　翌 2002 年に は、社長直轄の グ ロ
ー

バ ル 人材育成機

関で あ る 「トヨ タ イ ン ス テ ィ チ ュ
ート」が 設立 され

た 。 ト ヨ タ イ ン ス テ ィ チ ュ
ートで は 「トヨ タ ウ ェ イ」

を具現化で きるグロ ーバ ル 人材 の 育成を目指 し、現

役役員を講師に迎え 「トヨ タ ウ ェ イ」に つ い て論 じ

るセ ッ シ ョ ン や、ウ ォ
ー

トン
・ビ ジネス ス クール と

タ イ ア ッ プ し た教育コ ース 、さらに は半年間の チ
ー

ム プ ロ ジ ェ ク ト（20）な どが実施 され て い る。また 、「ト

ヨ タ ウ ェ イ」を実践した 「ベ ス トプラ ク テ ィス 」の

「デ ータベ ー
ス 化」 もトヨ タイ ン ス テ ィ チ ュ

ートの

ミ ッ シ ョ ン の
一．’つ で あ る 。

　 こ の 他、トヨ タ で は 海外子会社 か ら 日本本社 へ の

逆出向や海外子会社間の人事異動の推進に も取 り絹

ん で い る。そ して、こ れ ら多方向の 国際人事異動を

通して 「トヨ タ ウ ェ イ」を媒介とした 「社会化」の

プロ セ ス の 強化 に努めて い る 。

（2）松 下 電器産業 （21 ）

　松 ド電器産業で は 「グ ロ
ー

バ ル 連結経営」の 推進

が求め られる中、グ ロ
ーバ ル ・ビ ジ ネス リ

ーダー
の

育成 ・確保が 喫緊の 課題 とな っ て い る 。 しか し現状 、

松下電器の 人事制度 はグロ ーバ ル な統
一
性 を欠い て

お り、それが グ ロ ーバ ル 最適の人材活用の 障害に

な っ て い た。また、「現地化の 遅れ」 と 「キ ャ リア機

会を制度的に提示する仕組み が ない こ と」に よ り海

外の有能人材に対する
“
A ＆ R

”
問題 も発生 して い

る。例えば、松 ド電器の 中国現地法人 （約 60社）の

状況を見 る と、そ の 人事制度 は 各社 バ ラ バ ラ で 、子

会社 間 を異動す る 仕組み もな く、そ こ に は有能人材

の キ ャ リア 機会が 当該現地法人に限定さ れ る 「第二

の グ ラ ス ・シーリ ン グ」（古沢 2004c）が存在す る 〔22 ）。

そ の た め、松下電器 は 、中国事業展 開の 拡大に伴 い

有能人材に対する需要が増大する
一

方で
、 「狭い 発展

空 間」が災 い して 有能 人材が流 出する とい うミ ス

マ ッ チ に悩まされ て きたの で あ る 。

　こ れ らの 問題 に対応す べ く、松下電器 で は 2003年

に 「PGE （Panasonic　Global　Executive）シ ス テ ム 」

と呼ば れる グ ロ
ーバ ル 幹部人事制度をス タートさせ

た 。 「PGE シ ス テ ム 」で は、まず海外子会社 の 経営

幹部の ジ ョ ブ ・デ ィ ス クリプ シ ョ ン を 明確化 した 上

で、その職務を グ ロ ーバ ル に共通化された基準で定

量化 し、一
定 ポイ ン ト以上 の 職務 を 「海外幹部 ポ ス

ト」（約 50ポ ス ト）として認定する 。 そ して 、 世界

本社が 「海外幹部 ポス ト」を管理 し、有能人材の 発

掘 ・育成 ・評価 ・処遇の仕組み を 元 化する こ とで 、

人材活用 の グ ロ
ーバ ル 最適化を実現 して い くこ とを

目指 して い る（23）
。 さらに、当該現地法人や 国境の枠

を越 えた キ ャ リァ機会を制度的 に 提示する こ とを通

して、世界中の有能人材を引 き付け、彼 （彼女）ら

の
一

層の 活性化と定着率の 向 上 を図 ろ うと して い る

の である 。

　 また、2004年 には 「経営理念」「社長が求 め る リ
ー

ダー像」「松 ド電器に お ける経営幹部の行動の特徴」

「グロ
ーバ ル ス タ ン ダー

ド」の 4 要素を もと に 「リー

ダーシ ッ プ コ ン ピテ ン シ
ー
」が提示された 。 松 ド電

器 で は こ れ まで も経営理念を重視 した経営や評価が

行 わ れ て きた が、そ の 基準や制度は各国間 ・各子会

社間で 必ず しも統
一

され て い なか っ た。そ こ で 、人

事制度と社会化の プ ロ セ ス をグ ロ ーバ ル な視点か ら

連動させるべ く、「海外幹部ポ ス ト」に つ く人材
．
に対

して 「リーダーシ ッ プ コ ン ピテ ン シー」を共通尺度

とする評価がな され、その 結果をサ クセ シ ョ ン ・プ

ラ ン や能力開発 ・配置に反映し て い くこ とが制度化

された。

　 また、国際人的資源管理に おける 「現地適応」度

の 強化 も図 られ て い る。それは、「PGE シ ス テ ム 」に
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よりグ ロ
ー

バ ル な基幹ボ ス トに関して は 「統合」が

強化され、「グ ロ ーバ ル連結経営」の推進が 図 られ る

方 、 「海外幹部ポ ス ト」以外 の 人材 に対 して は各

国
・各地域の 労働市場 に応 じた 「現地適応」度の高

い 人的資源管理の 制度設計を行うとい うもの で ある 。

そ して 、現地化 に つ い て は、「新 ・現地化ア ク シ ョ ン

プロ グ ラ ム 」を策定 し、2007年 まで に 海外子会社 の

現地人社長比率 を 35％ 程度ヘ ア ッ プ させ る こ とを目

標 と して い る 。

　 さらに、逆出向や海外子会社間の 人事異動を推進

し、
ビ ジネ ス ニ

ーズ に対応 した人材の グロ ーバ ル な

有効活用 と経営理念の グ ロ ーバ ル な浸透に も取 り組

ん で い る 。

　 この 他、将来的に は幹部人事制度の 内外
一
元化を

図る構想がある。それは、日本本社 の 幹部ポ ス トに

つ い て も上記同様 の 基準で職務を定量化 し、「海外幹

部ポス ト」との
一

元化を実現す る 中で 真 の グロ
ー

バ

ル 人事制度 の 構築を 目指す もの である 。

4．イ ン プ リケ
ーシ ョ ン

　前節で 紹介した トヨ タ と松下電器 の 取 り組み は、

日本企業の 国際人的資源管理 に とっ て示唆に富む事

例で ある と考えられる。トヨ タと松下電器 は凵本 中

心 ・
日本人 中心の 「ワ ン ウ ェ イ ・

モ デ ル」に よる弊

害に対処す べ く、こ の 数年間 「統合
一
現地適応」 の

両立 を 企図 した 国際人的資源管理 の 変革に注力 して

きた 。 その 結果 、 トヨ タで は2003年に 初 め て 外国人

（3人 の HCNs ）が 日本本社 の 役員に 登用 され （そ の

後 、 外国人の常務役員は 6人まで増加）、松下電器 で

も 2000年時点で 14％で あっ た海外子会社の現地人

社長比率が 2004年に は 24％へ と上昇 し、欧州松 下

電器 COO の ヨ ア ヒ ム ．ライ ンハ ル ト氏が 同社初の外

国人の本社役員となるな ど、両社 の 取り組み は有能

人材の
“
A ＆ R

”
や人材活用の グ ロ ーバ ル最適化に

向け、
一
定の 成果を収め つ つ あ る と言 えよ う。こ こ

で は、本稿 で の 議論 の 総括 と して 、上 記事例 か らの

イ ン プ リ ケ ーシ ョ ン を提示 した い
。

（1）職務 を 基軸 に した 「統合一
現地適応」の 両立

　前述の ように 、 今 日の 多国籍企業に求め られる国

際人的資源管理 は、単に現地人を海外子会社の トッ

プに据えればよい とい うもの で はない 。「現地適応」

力を維持 ・
強化 しつ つ 、「世界的学習能力」の構築に

向け、世界中に分散する多様な入的資源 を「統合」し

て い くこ とこ そが 重要で ある 。

　そ して 、そ の 際 に 問題 に な る の が 「統合
一

現地適

応」 の バ ラ ン ス 軸 を何 に 求 め る か と い う点で あ る 。

「統合
一
現地適応」の バ ラ ン ス 軸に関して

、 例えば 山

ド （1991・1993 ）は 理念や制度など 「人的資源管理

施策の レベ ル 」で捉え る考え方を示 して い る。 しか

し、仮 に全て の 了会 社の 全従業員に対 し 律 的な 人

的資源管理制度を導入 した場合、各国 ・各地域 の 労

働市場 の 特性や ジ ョ ブサ イズの差異に対する配慮を

欠 くこ とに なる。また、各々 の 海外子会社 で 統合 の

レ ベ ル を変える ケー
ス （例えばA 子会社は制度まで

親会社と統
一、B 了会 社 は理念 の み 共有 など）で は、

子会社 ご と に統合 の レベ ル が異な る と と もに、統合

レ ベ ル の 選択基準に関わる問題 も発生 しよう。

　こ れに対 し、 トヨ タ自動車 と松下 電器産業で は、

「統合
一
現地適応」の バ ラ ン ス 軸を 「職務の 大 きさ」

とそれに対応 した 「人材の レベ ル」で捉え て い る と

こ ろ に特徴がある 。
つ まり、全て の 海外子会社従業

員 に 対 し、一律 的な人的資源管理 を行 うの で な く、

現地化を推進 し現地労働市場 で 競争力 を有す る 「現

地適応」度 の 高 い 制度や施策 を 提示す る
一

方、「グ

ロ ーバ ル な視点で見て 重要度の 大きい 職務」に つ く

人材 に対 して は グロ ーバ ル な 「統合」を強め グ ロ ー

バ ル連結経営を促進する こ とを通 じて 、「統合
一
現地

適応」 の 両立を図 ろ うとい うもの で ある 。

（2） 国境を越えた 「社会化」に よ る 「規範的統合」

　　 の強化

　 トヨ タ 自動車と松下電器産業の 取 り組み の 共通点

は、国境を越 えた社会化 の プ ロ セ ス を通 して 「規範

的統合」の 強化 に努め て い る と こ ろ に あ る 。 例 えば、
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トヨ タ は グ ロ ーバ ル な視点で 自らの 「コ ア文化」を

見直 し、それを 「トヨ タウェ イ」として 明示すると

ともに、コ ン ピテ ン シー
の レ ベ ル に まで ブ レ イク ダ

ウ ン して い る。また、松 下 電器 で も自社 の 経営理 念

な どをベ ース に コ ン ピ テ ン シーを 提示 し、グ ロ ーバ

ル 連結経営の 担い 手に求め られ る行動規範を明確化

して い る 。

　 こ うしたグロ ーバ ル な行動規範や コ ン ピ テ ン シ
ー

の提示は、「グ ロ ーバ ル接着剤」として組織の 「求心

力」 と 「遠心力」の バ ラ ン ス に寄与する もの と思わ

れ る 。 すなわち、価値観の 共有化を媒介とした信頼

関係 の 構築が、ロ
ー

カ ル とグ ロ
ー

バ ル の 双方に対す

る 「忠誠心」（Black　et，al 　1999）を有 した 経営人材 の

育成 ・確保を可能に し、 子会社発イノ ベ ーシ ョ ン と

そ の 世界的共有に向け た協働 を導 くと言 えよう。そ

して 、こ れ ら社会化の プ ロ セ ス は 、 両社が取 り組ん

で い る 「本社一
子会社」間や了

・会社 問にお ける国際

人事異動の促進 に よ り
一
層強化され る と考えられる

の である （Edstr6m ＆ Gaユbraith　l977，占沢2004b ）。

（3） 「グ ロ ーバ ル 人事制度」 の 構築を通 じた 「制度

　　 的統合」の 実現

　松下電器 の 中国事業展開 に 見 られ た ように 、日本

企業の 国際人的資源管理 の 問題点の
一

つ は、「第二 の

グラス
・シー

リ ン グ」の 存在に よ り、有能 な現地人

の キ ャ リア機会が当該現地法人 に限定され る こ とに

ある 。 グ ロ ーバ ル 規模で の 人材獲得競争が激化 して

い る今日、「現地 トッ プ」止ま りの人事制度で は、世

界中の 有能人材を引 き付け、そ の 活性化 と定着を図

る こ とは困難で あ る と言え よ う。 また、「第二 の グ ラ

ス
・シ ーリ ン グ」は PCNs と HCNs の 制度的分裂を

招 き、 人材活用の グ ロ ーバ ル 最適化に齟齬 を来たす

もの と思 わ れる 。

　こ うした状況下 、 トヨ タの 「グ ロ ーバ ル ・ポ ジ シ ョ

ン」や松下電器 の 「海外幹部 ポ ス ト」は、グ ロ
ー

バ

ル な 「人材プ
ー

ル」の構築に よ る 「制度的統合」を

企図 した もの で あ り、グ ロ
ーバ ル 最適 の 視点 で有能

人材 の 配置 ・活用 を実現する とともに、彼 （彼女）に

対す る広範なキ ャ リ ア機会の 提示 を通して 、そ の
“
A

＆ R
”

に資すると考えられよう。

（4） 「規範的統合」と 「制度的統合」の連動

　上 で 述べ た 「規範的統合」と 「制度的統合」は、相

互 に 連動 して取 り組 む こ とが肝要で あ る と考える 。

すなわち、「規範的統合」な き「制度的統合」は 機会

主義 の 温床とな り、国境を越 えた協働の 基盤となる

協力精神を損ね る恐れ が ある 。

一方、「制度的統合」

を欠く 「規範的統合」へ の取 り組み は 「エ ス ノ セ ン

ト リ ッ ク」な イ メージ を植え付け、海外 の 有能人材

の 敬遠 ・離反 を招 くこ ととなろ う。 「日本人の 日本人

に よ る 日本人 の た め の 経営」を行う企業に海外 の有

能人材が入社す る とは考え難い
。 また仮に入社 した

と して も、やが て 「第二 の グラス ・シ ー
リ ン グ」が

彼 （彼女）らの モ チベ
ー

シ ョ ン や 定着に関する問題

を惹起する で あろ う。

　こ うした中、こ れか らの 国際人的資源管理 に お い

て は、国境を越え た 「社会化」に よ る 「規範的統合」

と、「グロ ーバ ル 人事制度」の構築を通 じた 「制度的

統合」は車 の 両輪 と もい うべ き関係 で なけれ ば な ら

ない の で あ る 。

（5） 今後の課題

　最後に、両社の 今後の 課題 につ い て 述べ たい 。ま

ず、「公式化」の 組織能力の向上 とい う問題が挙げら

れ よう。 日本企業の 国際経営に 関 して は、かね て よ

り責任 ・権限 の 明確化、文書化 ・標準化の 推進、業

務
・
財務監査シ ス テ ム の 整備な どが課題 と され て き

たが （安室 1982，藤野 1995 ，古沢2004a な ど）、今

後、両社 にお い て も 「公式化」の 調整 メ カニ ズ ム と

国際人的資源管理 の連動が求め ら れ る こ とに なろ う。

また 、海外合弁会社 の ガ バ ナ ン ス へ の対応 も重要問

題 で あ る と考え られ る 。 すなわち、海外子会社に お

い て 100％出資 と合弁が混在する中で 、「グ ロ
ー

バ ル

人事制度」構築に際する合弁パ ートナ
ーとの 調整問
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題が浮 E して くる 可能性が ある 。 さ らに、本稿で考

察した ような 「社会化」の プ ロ セ ス は本質的に時間

を要する もの で ある 。 こ うした状況 ド、如何に して

「規範的統合」に向けた継続的投資 を行 い 、欧米企業

に 対する 比較優位を構築して い くかとい うこ とも課

題 で あ る と考えられ る〔24 ）。
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【注】

〔1 ）　 Bartlett＆ Ghoshal（1989・1995）の 研究 は 「ト

　　 ラ ン ス ナ シ ョ ナ ル 企業」を 「理念型」として提

　　示 して お り、具体的デ
ー

タを用 い て そ の 優位性

　　 を論 じて い る わけで はない
。 しか し、彼 らは 日・

　　米 ・欧 多国籍企業 9社 に対 す る詳細 な事例研究

　　 を通 して 、こ れ ら企業が 「効率」「適応性」「知

　　 識の 移転」とい っ た多次元 の 要求に対処す る 組

　　 織能力の 必要性を認識 し「ト ラ ン ス ナ シ ョ ナ ル

　　 企業」へ 向けて 歩み始め て い る こ とを述べ 、そ

　　 れら組織能力の 開発が 国際競争に お ける勝者と

　　 敗者を分 ける最重要要因 に なる として い る 。

一

　　 方、Doz ，
　Santos＆ WiUiamson は 「メ タ ナ シ ョ

　　 ナ ル 企業」の 事例 として、STMicroel  tronics、

　　 Polygram 、　Nokia、　Pixtechな どを挙げて い る 。

〔2）　 こ の 点に関連 し、 例え ば永野 （1992）の 研究 は、

　　 在外 H系企業にお い て 「人材の 現地化」ととも

　　 に 「権限の現地化」が進 む こ とを定量 的に示す

　　 こ とで 、子会社 トッ プの 「現地化」が 「現地適

　　 応」力の強化に結びつ くこ とを示唆 して い る と

　　 言 える。

〔3）　 石田 （1994・1999）は 「現地化」を 「現地適応

　　 の シ ン ボ ル 」として捉えて い る 。

（4）　 こ の他、吉原 （1994）の ように 、日本企業 の 海

　　 外子会社 と欧米企 業の 日本子 会社の状況を比較

　　 した研究もある

〔5）　 Kopp （1999）は 日本企業の グ ラ ス ・シー
リ ン

 

〔乃

〔s）

グを
“
rice −paper （和紙）ceiling

”
と呼び、その

背景や特質に つ い て論 じて い る。

加えて 、（表2）が示すとお り、米国系で は総経

理が PCNs の 場合 で も 「華人」を起用 して い る

ケー
ス が相対的に多く、中国の 文化や 言語に精

通 した人材 を重用 して い る様子が伺えよう。こ

の 点 に つ い て は、別途掘 り下げた議論を した い
。

本調査 （名称 ：「在中国外資系企業に おけ る労

使関係 と工 会に関する調査」）は、円系企業に

つ い て は （財）関西生産性本部 ・日中経済貿易

セ ン ター ・（社）国際経済労働研究所の会員企

業の 中国現地法人、米国系企業に 関 して は北京

外商駐北京代表機構聯誼会所属の 企業を対象に

実施 した もの で、合計 1，189社 （製造業） に調

査票 を 送付 した 。 回答数は 202 社 （うち 日系102

社，米国系 100社）で 回収率は 17．0％ で あ っ た 。

本調査結果 の 詳細 は 別途公表の 予定 。

こ の点に つ い て 、 永野 （1992）の在外 日系企業

を対象にした定量分析 （前掲）で は、「操業年

数」と 「現地化」の 相関関係は 「日本や第三国

へ の 輸出」を中心 とする現地法人に お い て は見

出せない
。 また、「現地市場を対象とした企業」

で は相関が検出され る もの の 現地化の ス ピード

は緩1曼な こ とか ら、現地化 に 対す る 発展段階論

的視点 に 否定的 な 見解 が 示 さ れ て い る 。 な お 、

主 に発展段階論的視点か ら国際人的資源管理 を
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　　 考察 し た もの と し て は 、Franko （1973 ）、

　　 Heenan ＆ Perlmutter（1979）、花田 （1988 ）、

　　 Adler＆ Ghadar （1990 ）などを参照 され た い 。

（9・）　 林 に よ る と、企業経営 で 「0 型組織」が 支配的

　　 な 国 は 日本以外ほ と ん ど皆無で あ る 。 ア ジ ア ・

　　 ア フ リ カ 諸国で は文化の 基調は「高 コ ン テ ク ス

　　 ト」で ある が、日本以 外の 国 は 白己文化 に基づ

　　 く経営 ス タイル が開発 され る前に欧米の 強烈な

　　 影響に さ ら され た結果、「M 型組織」が支配的

　　 に な っ て い る。また、林は 「グ リ
ー

ン エ リ ア」

　　 に つ い て 、0型組織で は情報共有に よ り戦略的

　　 コ ン セ ン サ ス が形成 され る場と して積極的に評

　　 価 され る の に対 し、M 型 の 視点 に 立つ と、理解

　　 しに くい 「グ レ
ー

エ リ ア」に な る と述べ て い る 。

〔1°）　 Franko（1973）も 「駐在員 の 派遣お よび帰任

　　 後の再統合に かかわ る コ ス ト」「現地人の モ チ

　　 ベ ーシ ョ ン 」［現地杜会 ・政府 との 融合」な ど

　　 の観点か ら海外子会社 トッ プの国籍に関わ る コ

　　 ス トと便益に つ い て 論 じて い る。

〔11）　 但 し、日本労働研究機構 （2000）に は、現地人

　　 取締役へ の 浸透度が低 くなっ て い る こ と に 関 し

　　 て 、実質的な経営に関与 して い な い 合弁パ ート

　　 ナ
ー
側 の 取締役が 含まれ て い る 口∫能性 に留意 し

　　 て お くべ き旨が記さ れ て い る 。

〔12）　 こ の 点に関連 し、Yang （1998）や古沢 （2004c）

　　 の在中国日系企業に関する研究で は、中国人従

　　 業員と 日本 人駐在員の 「相 ig1不信」に つ い て 問

　　 題が提起 され て い る 。 Yang は、日系企業 の 中

　　 国人従業員が 自らに対する 凵本人駐在員の 不信

　　 感と技術の 出 し渋りか ら 日本人駐在員を信頼 し

　　 て い な い こ と を述べ 、占沢の 中国蜘 苻関係者に

　　 対する ヒ ア リ ン グ調査で は「日系企業の 中国人

　　 幹部 の 中 に は 『自分の 会社』とい う意識を持っ

　　 て い ない 者が 多い 。 彼 （彼女） らは 『日本人の

　　 仕事を壬伝 っ て い る』とい う感覚で働い て い る

　　 の で は ない か」 との 声が 紹介され て い る。

c13）
　

“
Executive　Resources　Managerrient

”
の 推薦枠

〔14〕

〔15）

〔〕6）

〔恥

〔18，

一24一

（人数）は 各事業部門 の 5％で ある。
t‘
Executive　Resources　Management ”

で 興味深

い 点は、「昇進可能性評価」に よ り、個 々 人の

“
ultimate 　potentiar

’
（最終到達可能職位）が 検

討され、個人別の 人材開発プロ グ ラ ム が提示 さ

れ る こ とで ある 。 また 、人材プ
ー

ル に入 っ て い

る こ とに つ い て、従来は本人 に 通知されなか っ

たが 、最近で は伝える よ うに ル ール が変 わ っ

た。そ して、従業員へ の 告知 を通 して 「会社 と

し て の 期待」とそ れ に付随する 「キ ャ リア 機会

の 可能性」を明示 した こ とが 、有能人材の リ テ

ン シ ョ ン 策と し て 奏効 して い る と い う。さら

に 、
“
SLT

”“
Executive 　Resourees

Management ”
と もに毎年 メ ン バ ー

の 入れ替え

が行われ 、 人材の早期選抜の
一

方で競争的環境

の 維持に向け た 注意が払わ れ て い る。

本稿に お ける IBM に関す る記述は、　IBM 米国

本社 （2001 年 1月 19 日）お よ び 凵本 ア イ・ピー・

エ ム （2003年 9月5 日 ・2005 年 2 月 16 日）に

対する ヒ ア リ ン グ調査に基づ い て い る。また、

ヒ ュ
ー レ ッ ト・パ ッ カードに つ い て は、日本

ヒ ュ
ーレ ッ ト・パ ッ カードへ の ヒ ア リ ン グ調査

に よる （2004年 12月21 日
・2005年 2月16 口）。

こ の 他、欧米 多国籍企業 の 国際人的資源管理 に

つ い て は 、 藤野 （1995）、日本在外企業協会

（1998 ・1999）、白木 （2000）、高野 （2000）な

どを参照された い
。

こ の 点につ い て 、Bartlett＆ Yoshihara（1988）

は、日本企業の 現地化の 遅 れ が 現 地 の 有能な ホ

ワ イ トカ ラ
ー

を遠 ざけ、それが 凵本人駐在員に

よ る経営支配を正 当化する 「悪循環」が形成さ

れるに至 っ て い ると述 べ て い る。

「海外進出企業総覧 国別編』（2004 年版）に よ

ると、トヨ タ 自動車は 106社、松 ド電器産業は

212社の 海外了会社を有し て お り、各々業界最

多と なっ て い る。

トヨ タ 自動申：に対する ヒ ア リ ン グ調査に よ る
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（19）

｛20，

c21）

（22）

（2003年 7 月 18 日 ・2004 年 2 月 25 ヒD 。

「トヨ タ ウ ェ イ」は
“
Challenge

”“
Kaizen

”

“
Genchi　Genbutsu

”“
Respect

”“
Teamwork

”
で

構成され て い る 。 また、2002 年に は 「ト ヨ タ

ウ ェ イ」を 「生産」「販売」「人 事労務」な どに

ブ レ イ ク ダ ウ ン した 「機能別 トヨ タ ウ ェ イ」が

策定さ れ た。

チ ー
ム プ ロ ジ ェ ク トで は 、凵

・
米

・
欧 の 地域別

チ ーム に分かれ 、 中長期経営計画達成 に向けた

「提 言」 な ど を作成す る 。

松下電器産業に対する ヒ ア リ ン グ調査 に よる

（2004年 2 月 26 日
・10 月 1 日）。

中国内に 30以上 の 子会杜 を有する日本企業 A

社で も状況 は 同 じで、現地入が 日本本社や他国

の子会社はもちろ んの こ と、中国内の 別 の 子会

社へ 異動する こ とすら制度的に は実現困難で あ

〔23｝

（24♪

る と い う （A 社 に 対す る ヒ ア リ ン グ 調査 に よ

る 。 2003年 11 月 13 日）。 なお 、 同様 の 事柄は

Keeley（2001）による在マ レーシ ア 凵系企業 の

事例研究に も示 され て い る 。

松 下電器産業 で は 、こ れら取 り組み の イ ン フ ラ

と して 「PGE データバ ン ク」を構築 して い る 。

「PGE デ
ー

タ バ ン ク」に は コ ン ピ テ ン シ
ー

評

価や 業績評価 の 結果 な どが 記録 ・蓄積 さ れ て

い る。

筆者は本稿で示した トヨ タ と松 ド電器の 課題に

関 し、両社 の ［玉1際 人的資源管理 の 変革 を引き続

き調査する中で 、さ ら な る研究の深耕 を図りた

い と考え て い る 。 また 、「統合
一

現地適応」 の

両立 と業績 ・従業員満足など 「経営成果」との

関連 を実証的に明らかにする こ とも筆者の 今後

の 研究課題 としたい
。
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